
 

2022 年５月 16 日 

各  位 

会  社  名  西 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 

代 表 者 名  代表取締役社長  長谷川  一明 

（コード番号  ９０２１  東証プライム市場） 

問 合 せ 先  ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部長 小澤 裕一 

 

 

定款一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、第 35 回定時株主総会（2022 年６月 23 日）に付議する定款

一部変更について決議いたしましたので、下記のとおりお知らせします。 

 

記 

 

１．定款変更の目的 

(1) 監査等委員会設置会社への移行について 

   2022 年１月 31 日付の「監査等委員会設置会社への移行に関するお知らせ」にて別途開示してお

りますとおり、当社は、取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を

図るとともに、迅速な意思決定及び機動的な業務執行を行うことを目的として、監査等委員会設

置会社に移行することとしたいと存じます。これに伴い、監査等委員会設置会社への移行に必要

な監査等委員及び監査等委員会に関する規定の新設並びに監査役及び監査役会に関する規定の削

除、取締役の員数の変更、重要な業務執行の決定の委任に関する規定の新設等、所要の変更を行う

ものであります。 

(2) 株主総会資料の電子提供制度について 

   「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第 70 号）により、株主総会資料電子提供措置制

度が創設され、2022 年９月１日に施行されることに伴い、次のとおり所要の変更を行うものであ

ります。 

 ① 変更案第 16 条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置をと

る旨を定めるものであります。 

② 変更案第 16 条第２項は、書面交付請求をした株主様に交付する書面に記載する事項の範囲を

限定するための規定を設けるものであります。 

③ 株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第 16条）は不要と

なるため、これを削除するものであります。 

④ 上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。 



 (3) 場所の定めのない株主総会について 

   2021 年６月 16 日に「産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律」（令和３年法律第 70号）

が施行され、上場会社において、定款に定めることにより一定の条件のもと、場所の定めのない株

主総会（物理的な会場を設けず、株主の皆様等がインターネット等の手段を用いて出席する株主

総会、いわゆる「バーチャルオンリー株主総会」。）の開催が可能となりました。 

当社は、予期しない感染症や自然災害等の大規模災害発生時のリスクの低減、社会のデジタル

化の進展等を念頭に、株主総会の開催方法を複数に拡充することが株主の皆様の利益に資すると

考え、場所の定めのない株主総会を開催できるよう、所要の変更を行うものであります。 

なお、このバーチャルオンリー株主総会の開催につきましては、当面は新たな感染症のパンデ

ミックや大規模災害の発生等、緊急的事態が発生し、株主総会を現実に開催のうえ株主の皆様に

ご出席頂くことが著しく困難な場合でかつ、開催準備が可能な場合に限り実施することとします。

また、実際の開催にあたっては、通信障害への対応も含めた情報通信基盤が一定程度整備され、

インターネット上においても株主の皆様との対話や権利行使が円滑に実施可能か等を取締役会に

おいて慎重に検討、判断のうえ実施いたします。 

(4) その他、上記変更に伴い、条数の変更等所要の変更を行うものであります。 

 

２．定款変更の内容 

  変更の内容は、別紙のとおりであります。 

  なお、当該定款変更については、本総会終結の時をもって効力が発生するものといたしますが、現

行定款第 16 条の変更につきましては、附則により「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律

第 70 号）附則第１条ただし書きに定める施行日である 2022 年９月１日から効力を生ずるものとい

たします。 

  また、現行定款第 14 条の変更につきましては、株主の皆様の利益の確保に配慮しつつ産業競争力

を強化することに資するものとして、経済産業省令・法務省令で定める要件に該当することについ

て、経済産業大臣及び法務大臣の確認を受けております。 

 

３．日程 

  定款変更のための株主総会開催予定日  2022 年６月 23 日 

 

以上 

 

  



 

（下線は変更案を示します。） 

現 行 定 款 変  更  案 

第１章 総 則 

 

第１条～第３条 （条文省略） 

 

（機関） 

第４条 本会社は、株主総会及び取締役のほ

か、取締役会、監査役、監査役会及び会計

監査人を置く。 

 

第５条 （条文省略） 

 

 

 

第２章 株 式 

 

第６条～第 10 条 （条文省略） 

 

（株式取扱規則） 

第 11 条 本会社における株式に関する取扱

いについては、取締役会において定める株

式取扱規則による。 

 

 

第 12 条 （条文省略） 

 

（株主名簿管理人) 

第 13 条 （条文省略） 

２ 株主名簿管理人及びその事務取扱場所

は、取締役会の決議によって定め、公告す

る。 

３ （条文省略） 

 

 

第３章 株主総会 

 

（株主総会の招集） 

第 14 条 （条文省略） 

２ （条文省略） 

（新設） 

 

 

第 15 条 （条文省略） 

 

 

第１章 総 則 

 

第１条～第３条 （現行どおり） 

 

（機関） 

第４条 本会社は、株主総会及び取締役のほ

か、取締役会、監査等委員会及び会計監査

人を置く。 

 

第５条 （現行どおり） 

 

 

 

第２章 株 式 

 

第６条～第 10 条 （現行どおり） 

 

（株式取扱規則） 

第 11 条 本会社における株式に関する取扱

いについては、取締役会又は取締役会の決

議によって委任を受けた取締役が定める

株式取扱規則による。 

 

第 12 条 （現行どおり） 

 

（株主名簿管理人) 

第 13 条 （現行どおり） 

２ 株主名簿管理人及びその事務取扱場所

は、取締役会又は取締役会の決議によって

委任を受けた取締役が定め、公告する。 

３ （現行どおり） 

 

 

第３章 株主総会 

 

（株主総会の招集） 

第 14 条 （現行どおり） 

２ （現行どおり） 

３ 本会社の株主総会は、場所の定めのな

い株主総会とすることができる。 

 

第 15 条 （現行どおり） 

 

 

別紙 



（株主総会参考書類等の電子開示） 

第 16 条 本会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報告、計算書

類及び連結計算書類に記載又は表示をすべ

き事項に係る情報を、法令の定めに従い電

磁的方法で開示することにより、株主に対

して提供したものとみなすことができる。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 17 条～第 19 条 （条文省略） 

 

 

第４章 取締役及び取締役会 

 

（取締役の員数） 

第 20 条 本会社に 40 名以内の取締役を置

く。 

（新設） 

 

 

（取締役の選任決議） 

第 21 条 取締役の選任の決議は、議決権を

行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、出席し

た当該株主の議決権の過半数をもって行

う。 

 

２ （条文省略） 

 

（取締役の任期） 

第 22 条 取締役の任期は、選任後１年以内

に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までとす

る。 

（新設） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（株主総会参考書類等の電子提供措置） 

第 16 条 本会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容である情報

について、電子提供措置をとるものとす

る。 

２  本会社は、電子提供措置をとる事項のう

ち法務省令で定めるものの全部又は一部に

ついて、議決権の基準日までに書面交付請

求をした株主に対して交付する書面に記載

することを要しないものとする。 

 

第 17 条～第 19 条 （現行どおり） 

 

 

第４章 取締役及び取締役会 

 

（取締役の員数） 

第 20 条 本会社に 20 名以内の取締役を置

く。 

２ 本会社の取締役のうち、監査等委員であ

る取締役は５名以内とする。 

 

（取締役の選任決議） 

第 21 条 取締役の選任の決議は、監査等委

員である取締役とそれ以外の取締役とを

区別し、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、出席した当該株主の議決権の過

半数をもって行う。 

２ （現行どおり） 

 

（取締役の任期） 

第 22 条 取締役（監査等委員である取締役

を除く。）の任期は、選任後１年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 監査等委員である取締役の任期は、選任

後２年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の終結の



 

（新設） 

 

 

 

 

 

（代表取締役及び役付取締役） 

第 23 条 本会社に、社長１名を置き、取締

役会の決議によって取締役の中から選定

する。 

２～７ （条文省略） 

 

（取締役会） 

第 24 条 （条文省略） 

２～３ （条文省略） 

４ 取締役会を招集するには、会日の３日前

までに、各取締役及び各監査役にその通知

を発するものとする。ただし、緊急やむを

得ないときは、この期間を短縮することが

できる。 

５ 取締役会の決議の目的事項について、当

該事項の議決に加わることのできる取締

役全員が書面又は電磁的記録により同意

の意思表示をし、監査役が異議を述べない

ときは、当該提案を可決する取締役会の決

議があったものとみなす。 

６ （条文省略） 

 

第 25 条～第 26 条 （条文省略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 監査役及び監査役会 

 

（監査役の員数） 

第 27 条 本会社に６名以内の監査役を置

く。 

 

（監査役の選任決議） 

第 28 条 第 21 条第１項の規定は、監査役

時までとする。 

３ 任期の満了前に退任した監査等委員で

ある取締役の補欠として選任された監査

等委員である取締役の任期は、退任した監

査等委員である取締役の任期の満了する

時までとする。 

 

（代表取締役及び役付取締役） 

第 23 条 本会社に、社長１名を置き、取締

役会の決議によって取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）の中から選定する。 

２～７ （現行どおり） 

 

（取締役会） 

第 24 条 （現行どおり） 

２～３ （現行どおり） 

４ 取締役会を招集するには、会日の３日前

までに、各取締役にその通知を発するもの

とする。ただし、緊急やむを得ないときは、

この期間を短縮することができる。 

 

５ 取締役会の決議の目的事項について、当

該事項の議決に加わることのできる取締

役全員が書面又は電磁的記録により同意

の意思表示をしたときは、当該提案を可決

する取締役会の決議があったものとみな

す。 

６ （現行どおり） 

 

第 25 条～第 26 条 （現行どおり） 

 

（重要な業務執行の決定の委任） 

第 27 条 本会社は、会社法第 399 条の 13第

６項の規定により、取締役会の決議によっ

て重要な業務執行（同条第５項各号に掲げ

る事項を除く。）の決定の全部又は一部を

取締役に委任することができる。 

 

 

第５章 監査等委員会 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 



に準用する。 

 

（監査役の任期） 

第 29 条 監査役の任期は、選任後４年以内

に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までとす

る。 

２ 補欠として選任された監査役の任期は、

前任者の任期の満了する時までとする。 

 

（常勤監査役） 

第 30 条 監査役会は、その決議によって常

勤監査役若干名を選定する。 

 

（監査役会） 

第 31 条 監査役会を招集するには、会日の

３日前までに、各監査役にその通知を発す

るものとする。ただし、緊急やむを得ない

ときは、この期間を短縮することができ

る。 

２ 監査役会に関するその他の事項は、法令

又はこの定款に別段の定めがある場合を

除き、監査役会において定める監査役会規

則による。 

 

（社外監査役との責任限定契約） 

第 32 条 本会社は、会社法第 427 条第１項

の規定により、社外監査役との間に、会社

法第 423 条第１項の責任を限定する契約

を締結することができる。ただし、当該契

約に基づく責任の限度額は、法令が規定す

る額とする。 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（常勤の監査等委員） 

第 28 条 監査等委員会は、その決議により

常勤の監査等委員を選定することができ

る。 

 

（監査等委員会の招集通知） 

第 29 条 監査等委員会を招集するには、会

日の３日前までに、各監査等委員にその

通知を発するものとする。ただし、緊急

やむを得ないときは、この期間を短縮す

ることができる。 

２ 監査等委員の全員の同意があるときは、

招集手続きを経ないで監査等委員会を開

催することができる。 



 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

第６章 計 算 

 

第 33 条～第 35 条 （条文省略） 

 

 

 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（監査等委員会規則） 

第 30 条 監査等委員会に関する事項は、法

令又はこの定款に別段の定めがある場合

を除き、監査等委員会において定める監査

等委員会規則による。 

 

 

第６章 計 算 

 

第 31 条～第 33 条 （現行どおり） 

 

 

 

    附 則 

１  定款第 16 条の変更は、会社法の一部を

改正する法律（令和元年法律第 70 号）附則

第１条ただし書きに定める改正規定の施行

日である 2022 年９月１日（以下「施行日」

という）から効力を生ずるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日から６

か月以内の日を株主総会の日とする株主総

会については、変更前定款第 16 条はなお効

力を有する。 

３ 本附則は、施行日から６か月を経過した

日又は前項の株主総会の日から３か月を経

過した日のいずれか遅い日をもってこれを

削除する。 

 



 

（参  考） 

２ ０ ２ ２ 年 ５ 月 １ ６ 日 

西 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、第３５回定時株主総会の目的である事項について、下記のとおり

決議いたしましたので、ご参考に供します。 

なお、２０２２年４月２８日開催の取締役会において、開催日時及び開催場所を決議しておりますので、

あわせてご参考に供します。 

また、開催に際し、新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえた必要な感染予防措置を講じる予定です。 

 

記 

 

１．開催日時   ２０２２年６月２３日（木曜日）午前１０時 

 

２．開催場所   大阪市北区中之島５丁目３番６８号 

       リーガロイヤルホテル 

 

３．株主総会の目的である事項 

報告事項 １．第３５期（２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日まで） 

事業報告、連結計算書類及び計算書類報告の件 

     ２．会計監査人及び監査役会の第３５期連結計算書類監査結果報告の件 

 

決議事項 

   第１号議案  剰余金の処分の件 

   第２号議案  定款一部変更の件（１） 

   第３号議案  定款一部変更の件（２） 

   第４号議案  取締役（監査等委員である取締役を除く。）１３名選任の件 

   第５号議案  監査等委員である取締役４名選任の件 

   第６号議案  補欠の監査等委員である取締役１名選任の件 

   第７号議案  取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件 

   第８号議案  監査等委員である取締役の報酬額設定の件 

   第９号議案  取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。)に対する譲渡制限付株式 

交付のための報酬決定の件 

 

４．その他 

  剰余金の配当が効力を生じる日：２０２２年６月２４日（金曜日） 

 

以  上 

 


